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北海道経済連合会 

 

◆はじめに 

北海道では、全国よりも 10 年早く人口減少が進展しており、今後本格的な生産年齢人

口の減少による経済の縮小が懸念されています。また、北海道の面積（83,424 ㎢）は日

本国土の約 22％を占めており、その広大さゆえに交通や物流などに様々な課題を抱える

一方で、観光面においては、その雄大さが大きな魅力です。 

世界の宇宙関連市場は 2030 年に 70 兆円に達するとも言われており、北海道経済連合

会(道経連)としては、北海道経済の自立・発展、さらには地域の創生に向け、ニューフロ

ンティアを切り開く新産業として宇宙産業は大変有望であり期待される分野と考えてい

ます。本道に大変優位性のある射場誘致は、北海道における宇宙産業集積の第一歩とな

り、北海道経済の発展、ひいては我が国の宇宙産業の進展にも寄与するものと考えます。 

北海道大樹町は東側と南側に太平洋が広がっているため打上げ角度の自由度が高く、

また現在の射場周辺は将来の拡張を見据えたうえで十分な土地を有した、ロケットを打

ち上げる上で世界的に見ても非常に好条件な場所です。 

大樹町では 30 年以上前の 1984 年より射場誘致に取り組んでおり、現在では大樹町多

目的航空公園に国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構(JAXA)の大樹航空宇宙実験場が

進出しております。また、大樹町内にはインターステラテクノロジズ(IST)が本社を構え、

衛星軌道上への小型ロケット投入を目指し、実験を繰り返しています。 

道経連では、2015 年より新射場誘致を要望項目（政府・北海道）に掲げ、北海道への

射場誘致を要望してきました。また、2016 年には全道的な気運の醸成等を目的に、内部

組織として「航空宇宙産業整備促進特別委員会（略称：宇宙委）」を設置、2017 年にワー

キンググループを形成して射場整備について議論してきました。 

昨今北海道において IST がロケット打上げ実験を繰り返し、北海道におけるロケット

打上げビジネスの可能性が注目されるようになりましたが、ロケットの打上げは宇宙産

業ビジネス集積の入り口であり、道経連として目指すのは打上げのみならず、ロケット

や衛星の製造、打上げ後の衛星データや宇宙環境の活用など、総合的な宇宙利用産業の

集積です。 

北海道大学公共政策大学院の鈴木一人教授は「宇宙開発の六次産業化」という考えを

提唱されています。これは農業の六次産業化(農水産物の生産(一次)＋加工(二次)＋販売・

サービス(三次)による高付加価値化)になぞらえて、 

・宇宙の一次産業：ロケットの射場と周辺施設(通信・追跡管制など) 

・宇宙の二次産業：ロケット・衛星の開発製造 

・宇宙の三次産業：宇宙からのデータ加工・データ利用 

を、ロケット事業者、衛星事業者、そしてそれを利用する人たちとの交流を通して高付

加価値化、集積を図り、新たな宇宙利用のアイデアやきっかけを創出していこうという

ものです。道経連としても同様の考え方で宇宙産業ビジネスの北海道への集積を目指し

ています。 
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北海道経済連合会 

 

 

 はじめは東西冷戦下の軍事利用から発達してきた宇宙産業は、昨今急速に商業的利用

が進んでおり、海外では民間による衛星打上げや国際宇宙ステーションへの補給船輸送

サービスなどへと民間による宇宙産業ビジネスが拡大しております。日本においても従

来宇宙産業に関わってきた大企業のみならず、様々な宇宙ベンチャー企業が起業されて

きています。 

 今後世界的に小型、超小型衛星の市場急拡大が予想されており、これまでの様な大型

衛星ロケットでは低コストで大量に打ち上げなければならない小型・超小型衛星需要を

賄いきれない状況になります。特にこれから需要が増大すると見込まれる太陽同期軌道

への衛星投入ロケット打上げは、大樹町の様にほぼ真南(種子島は 115 度、内之浦は 130

度)に向かって打ち上げることができる射場のほうが有利であり、そういった点でも大樹

町は新たな日本の射場として最適地といえます。 

さらに北海道には 40 余りの大学が道内各地にあり、また 22 の研究拠点、約 1,090 名

の職員を有し広い研究フィールドを持つ北海道立総合研究機構(道総研)があります。ま

さに産学官金が連携し、北海道に宇宙産業が集積する「宇宙版シリコンバレー」を目指

すことができる高いポテンシャルがあります。 

 この道経連 宇宙産業ビジョン「宇宙で変わる北海道の未来、日本の未来」では、海

外の動向、日本国内の動向を概観しながら、北海道における取り組みや将来の可能性を

探り、宇宙産業によって北海道の経済や生活がどのように発展していくのか、下記のよ

うな構成で考察を進めていきます。 

 

０．SDGs、Society 5.0 と宇宙開発 

Ⅰ．世界の宇宙産業ビジネスの動向 

Ⅱ．日本の宇宙産業ビジネスの動向 

Ⅲ．現在の北海道における取組 

Ⅳ．2030 年の宇宙利用 

Ⅴ．2040 年の宇宙利用 

Ⅵ．新たな射場としての大樹町の優位性 

 

 本宇宙産業ビジョンを通して、宇宙産業ビジネスの普及啓発、進展の一助となること

を目指してまとめました。 

なお、内閣府が 2017 年 5 月に作成した「宇宙産業ビジョン 2030 第 4 次産業革命下

の宇宙利用創造」にて、日本としての宇宙産業全体動向が示されております。そちらも

あわせてご参照ください。 

http://www8.cao.go.jp/space/vision/vision.html 

北海道経済連合会 

航空宇宙産業整備促進特別委員会  
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０．SDGs、Society 5.0 と宇宙開発 

   ○SDGs と宇宙開発 

    2015 年の 9 月 25 日から 27 日、ニューヨーク国連本部において、「国連持続可能な

開発サミット」が開催され、150 を超える加盟国首脳の参加のもと、その成果文書と

して「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択さ

れた。 

アジェンダは、ミレニアム開発目標（MDGs）の後継であり、人間、地球及び繁栄

のための行動計画として、17 の目標と 169 のターゲットからなる「持続可能な開発

目標（SDGs）」である。 

 

 

図０－１．SDGs ロゴ 

    SDGs の目標達成にあたってこれからは、宇宙が密接に関わっていく。例えば 

・アジェンダ 76 段落目 

    「我々は、開発途上国、とりわけアフリカ諸国、後発開発途上国、小島嶼開発途上

国、内陸開発途上国に対し、高品質で、時宜を得た、細分化されたデータへのアク

セスを確実にするため、統計局及びデータ・システムの能力強化のための支援を行

う。我々は、地球観測や地理空間情報等を含む幅広いデータの活用を追求するため

に、各国のオーナーシップを前提としつつ、支援と進捗管理における透明性と説明

責任を明確にした形での官民連携の拡大を促進する。」 

   ・ターゲット 9.c 

    「後発開発途上国において情報通信技術へのアクセスを大幅に向上させ、2020 年

までに普遍的かつ安価なインターネット・アクセスを提供できるよう図る。」 
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   ・ターゲット 2.4 

    「2030 年までに、生産性を向上させ、生産量を増やし、生態系を維持し、気候変

動や極端な気象現象、干ばつ、洪水及びその他の災害に対する適応能力を向上させ、

漸進的に土地と土壌の質を改善させるような、持続可能な食料生産システムを確

保し、強靭（レジリエント）な農業を実践する。」 

     

その他の SDGs ターゲットについては本資料付録の【参考 5】に整理する。また、

JAXA としての SDGs への貢献についてもあわせてホームページ抜粋を記載する。 

   ○Society 5.0 と宇宙開発 

    Society 5.0 とは (内閣府ホームページより抜粋) 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシ

ステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society） 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報

社会（Society 4.0）に続く、新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画に

おいて我が国が目指すべき未来社会の姿として初めて提唱されました。 

 

図０－２．新たな社会“Society 5.0”(出典：内閣府) 

 

Society 5.0 で実現する社会は、IoT（Internet of Things）で全ての人とモノがつ

ながり、様々な知識や情報が共有され、今までにない新たな価値を生み出すことで、

これらの課題や困難を克服します。また、人工知能（AI）により、必要な情報が必

要な時に提供されるようになり、ロボットや自動走行車などの技術で、少子高齢化、

地方の過疎化、貧富の格差などの課題が克服されます。社会の変革（イノベーショ
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ン）を通じて、これまでの閉塞感を打破し、希望の持てる社会、世代を超えて互い

に尊重し合あえる社会、一人一人が快適で活躍できる社会となります。 

(抜粋終わり) 

 

     衛星画像、通信、位置測位など様々な宇宙の技術が Society5.0 の実現にとって不

可欠となってくる。 

    ○Society5.0 for SDGs 

     経団連は Society 5.0 の実現を通じた SDGs の達成を柱として企業行動憲章を

2017 年 11 月 8 日に改定した。(以下、経団連ホームページより抜粋) 

会員企業は持続可能な社会の実現が企業の発展の基盤であることを認識し、広

く社会に有用で新たな付加価値および雇用の創造、ESG（環境・社会・ガバナン

ス）に配慮した経営の推進により、社会的責任への取り組みを進める。また、自

社のみならず、グループ企業、サプライチェーンに対しても行動変革を促すとと

もに、多様な組織との協働を通じて、Society 5.0 の実現、SDGs の達成に向けて

行動する。       (抜粋終わり) 

  

図０－３．Society 5.0 for SDGs(出典：経団連ホームページ) 

 リモートセンシング、海洋観測、スマート農業、早期警戒システムなど、様々

なキーワードが宇宙と密接に関係している。 

 

 世界的な社会課題解決に向けた SDGs、日本が推し進める Society 5.0 のいず

れも不可分であり、宇宙開発と密接に関わっている。  




